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「かわさき☆えるぼし」認証募集説明会 次第
令和４年８月８日（月）１４：００～１５：００

１ 「かわさき☆えるぼし」認証制度応募について

（市民文化局人権・男女共同参画室）

２ 川崎市の支援制度等の情報提供 （経済労働局労働雇用部）

３ 厚生労働省から制度等の情報提供 （厚生労働省神奈川労働局）

４ 質疑応答

（御質問がない場合など随時、御退室いただいて結構です。）



令和４年度
「かわさき☆えるぼし」
認証制度の応募について

川崎市市民文化局人権・男女共同参画室
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１ 「かわさき☆えるぼし」認証制度について

２ 申請の流れについて

３ 認証評価項目について
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１「かわさき☆えるぼし」
認証制度について
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「かわさき☆えるぼし」認証制度とは①

• 女性活躍推進法に基づき厚生労働大臣が認定する「えるぼし」認定を参

考に、川崎市が独自に市内事業所の９９％を占める中小企業を対象に認

証する制度

• 平成３０年度に創設

• 令和４年度４月１日現在、８３企業が認証
（平成30年度 24社、令和元年度 19社、令和2年度 40社、令和３年度44社）
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「かわさき☆えるぼし」認証制度とは②

•「えるぼし」の由来（厚生労働省HPから引用）

「えるぼし」のえるはアルファベットのLです。
Ｌａｄｙ（女性）
Ｌａｂｏｕｒ（働く、取り組む）
Ｌｅａｄ（手本）などさまざまな意味があります。
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参考：国の女性活躍推進法に基づく認定マーク「えるぼし」

<プラチナえるぼし>

厚生労働省 川崎市



応募対象
常時雇用従業員の数が３００人以下で、

川崎市内に事務所を有する企業、社会福法人、

財団法人、社団法人、NPO法人等
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認証期間

３年間（更新可能）
（令和４年度認証企業は、

令和５年１月１日から令和７年１２月３１日まで）



認証要件
• 「かわさき☆えるぼし」認証評価項目の必須項目それぞれで1点以上、
選択項目から5点以上を満たし、計8点以上であること。

必須項目１ 意識・職場風土の醸成

必須項目２ キャリア形成支援

必須項目３ 女性の活躍推進

選択項目４ 長時間労働の是正

選択項目５ 希望に応じた多様な働き方の推進

選択項目６ 仕事と生活の両立支援

選択項目７ 独自の取組

選択項目８ 女性活躍推進法関連

必須項目１・２・３それぞれで1点以上

選択項目のいずれかで5点以上

⇒計8点以上で認証 8



２ 申請の流れについて
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令和４年度の申請

申請期間：令和４年８月１日（月）～９月３０日（金）

申請方法：①市ホームページから申請書類をダウンロード

②申請書類を作成

③専用フォームから申請書類を提出（電子申請）

審査方法：外部委員による書類審査を経て決定

（審査結果は令和４年12月中旬ごろ通知予定）
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令和４年度募集スケジュール

7月 8月 9月 10月 11月 12月

8/1~９/30 申請期間
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〇7/12 令和４年度募集内容の公表

〇8/8 説明会の実施

8/9~9/1６
個別相談

〇12月中旬（予定）
認証企業発表



個別相談について

概 要：１企業当たり３０分程度、申請書の記載や添付書類等に

関する相談を受けます。

日 時：令和４年８月９日（火）～９月１６日（金）

場 所：川崎市市民文化局人権・男女共同参画室

（川崎フロンティアビル９階）

申 込：電話(044-200-2300）で予約
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提出書類

①「かわさき☆えるぼし」認証申請書(第1号様式) Word

②「かわさき☆えるぼし」認証評価項目(第2号様式) Excel

③ 項目別取組概要書 Excel

④ 参考資料 (③添付用,任意様式) PDF 

⑤ 就業規則等の該当箇所の写し（③添付用,任意様式） PDF

※ ①②③は市ホームページから様式をダウンロードできます。

https://www.city.kawasaki.jp/250/page/0000130400.html



①「かわさき☆えるぼし」認証申請書 (第1号様式)

内容：企業等の概要や労働関係法令等の遵守状況、

認証制度に対する要望（アンケート）を記載
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内容：申請する項目を選択し、取得点数を記載

②「かわさき☆えるぼし」認証評価項目 (第2号様式)



③取組概要書 ④参考資料 ⑤就業規則の写し

内容：申請する評価項目ごとに取組内容や実績を③に記載

記載した内容を証明する資料（④）や就業規則（⑤）

を用意

※ ④⑤の用意は③で添付が求められている場合のみ

（評価項目の中には、添付資料不要の項目もあります。）
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申請方法（電子申請）

募集期間中に専用フォームにアクセスし、必要事項を

入力した上で、申請書類をアップロードして申請

専用フォーム：https://logoform.jp/form/FUQz/98740

※専用フォームは市ホームページからもアクセスできます。

※専用フォームによる申請方法の詳細は

「申請方法説明書【オンライン申請方法と注意点】」を御参照ください。
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https://logoform.jp/form/FUQz/98740


３ 認証評価項目について
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認証評価項目
認証要件：「かわさき☆えるぼし」認証評価項目の必須項目それぞれで1点以上、
選択項目から5点以上満たし、計8点以上であること。

必須項目１ 意識・職場風土の醸成

必須項目２ キャリア形成支援

必須項目３ 女性の活躍推進

選択項目４ 長時間労働の是正

選択項目５ 希望に応じた多様な働き方の推進

選択項目６ 仕事と生活の両立支援

選択項目７ 独自の取組

選択項目８ 女性活躍推進法関連

必須項目１・２・３それぞれで1点以上

選択項目のいずれかで5点以上

18

⇒計8点以上で認証
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必須項目
認証要件：１～３の必須項目全てで１点以上取得する

ア 企業のトップ自らが女性活躍推進の方針を明示し、組織内で周知している。 1

イ 女性の活躍を推進する体制が作られている。 1

ウ
固定的な性別役割分担の解消、ワーク・ライフ・バランスの推進、性別にかかわらない能力活用等
の定着に向けた意識啓発等を行っている。

1

エ
職場風土の状況把握・課題分析及び課題解決に向けて取り組んでいる（アンケート調査及び課題解
決に向けた取組の実施等）。

1

ア 新たな職域を目指す男女双方に対し、知識、スキルの習得など教育の機会を提供している。 1

イ 女性のキャリア形成に向け、各種研修、教育機会への女性の参加を奨励している。 1

ウ 女性の昇進促進に向けた取組をしている（メンター制度の導入、ロールモデルの人材の育成等）。 1

エ 川崎市男女共同参画センター「地域女性活躍推進事業所認定証」を受けている。 1

ア
申請時、過去３年間で管理職に占める女性の割合が増加している（又は管理職に占める女性の割
合が15％以上いる）。

1

イ 申請時、過去３年間で、これまで女性が少なかった職場や職種に女性を配置している。 1

ウ 申請時、過去３年間で、非正規から正規雇用になった女性従業員がいる。 1

エ 申請時、過去３年間で、結婚・出産・育児・介護等により退職した従業員を再雇用した。 1

オ 申請時、過去３年間で、女性の採用数が増加している。 1

カ 申請時、過去３年間で、男女別の平均継続勤務年数の差異が縮小している。 1

キ
申請時、過去３年間で、女性採用拡大に向けて、女性専用設備の設置又は女性求職者向け職場説
明会の実施若しくは女性のインターンシップ生の受け入れを実施している。

1

1点以上取得 2 キャリア形成支援

1点以上取得 3 女性の活躍推進

1点以上取得 1
意識・

職場風土の醸成
小計 点

小計 点小計 点

小計 点



必須項目１ 意識・職場風土の醸成
趣旨：女性の活躍推進に向け、組織のトップが組織内に方針を意欲的に発信し、

従業員の意識改革や男女ともに働きやすい職場風土の醸成に取り組んで

いる。

認証要件：以下のア～エから１点以上取得（各1点）
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ア 企業のトップ自らが女性活躍推進の方針を明示し、組織内で周知している。

イ 女性の活躍を推進する体制が作られている。

ウ 固定的な性別役割分担の解消、ワーク・ライフ・バランスの推進、性別にかかわらない
能力活用等の定着に向けた意識啓発等を行っている。

エ 職場風土の状況把握・課題分析及び課題解決に向けて取り組んでいる（アンケート調査
及び課題解決に向けた取組の実施等）。



必須項目１-ア 企業のトップ自らが女性活躍
推進の方針を明示し、組織内で周知している。

趣旨：経営者や管理職などのトップ自らが、女性の活躍推進に取
り組むために、その方針を組織内に発信し、従業員に共有してい
る。

提出書類

・取組概要書：①女性活躍方針の概要（発表年月日、発信・共有
方法など）、②添付する参考資料の題名

・参考資料（例 方針をイントラネットや社内報、社のホーム
ページ等に掲載した箇所の写し など）
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提出書類

今から



必須項目１-イ 女性の活躍を推進する体制が
作られている。

趣旨：女性の活躍推進に向けた現状・課題分析や意見交換を実施する
ためのプロジェクトチームや委員会等を組織内に設置し活動している。

・取組概要書：①女性活躍推進の体制の概要（組織名、設置日、構成
員、活動経歴など）、②添付する参考資料の題名

・参考資料（例 プロジェクトチーム・委員会等の設置を周知する社
内通知等の写し、設置したことがわかる組織図、プロジェクトチーム
等の議事録など）

※個人情報は要マスキング
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提出書類

今から



必須項目１-ウ 固定的な性別役割分担の解消、
ワーク・ライフ・バランスの推進、性別にか
かわらない能力活用等の定着に向けた意識啓
発等を行っている。
趣旨：性別にかかわりなく活躍できる職場風土の醸成に向け、女性活躍推進やワーク・
ライフ・バランスをテーマとする意識啓発、意見交換会や研修（川崎市男女共同参画セ
ンターによる企業向け出前研修の利用を含む）を実施している。

・取組概要書：①意識啓発等の取組の概要（実施日、参加対象者、参加人数、啓
発した内容など）、②添付する参考資料の題名

・参考資料（例 研修を実施したことを証明できる資料（研修報告書、研修の申
込書、研修開催案内など）（Ａ４サイズ１枚程度で可）

※個人情報は要マスキング
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提出書類

今から



必須項目１-エ 職場風土の状況把握・課題分
析及び課題解決に向けて取り組んでいる（ア
ンケート調査及び課題解決に向けた取組の実
施等）。
趣旨：女性活躍推進に関するアンケート調査や社内懇談会等を実施するなど状
況把握や課題分析を行い、かつ、課題解決に向けた取組を行っている。

・取組概要書：①状況把握・課題分析の取組概要（社内懇談会・アンケートの
実施内容、結果把握された課題など）、②問題解決に向けた取組概要（従業員
のニーズに応えて変更・設置した制度、課題共有のための会議の開催など）、
③添付する参考資料の題名

・参考資料（例 ①アンケート調査結果、社会懇談会意見集約結果など、②改
善された制度に関する資料、課題を共有した社内会議の議事録など）

※個人情報は要マスキング
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提出書類

今から



必須項目２ キャリア形成支援
趣旨：女性従業員が、結婚・出産・育児など様々なライフイベントを経ても就業継続

できるよう、キャリアアップに向けた研修等の実施に取り組んでいる。

認証要件：以下のア～エから１点以上取得（各1点）

25

ア 新たな職域を目指す男女双方に対し、知識、スキルの習得など教育の機会を提供して
いる。

イ 女性のキャリア形成に向け、各種研修、教育機会への女性の参加を奨励している。

ウ 女性の昇進促進に向けた取組をしている（メンター制度の導入、ロールモデルの人材の
育成等）。

エ 川崎市男女共同参画センター「地域女性活躍推進事業所認定証」を受けている。



必須項目２-ア 新たな職域を目指す男女双方
に対し、知識、スキルの習得など教育の機会
を提供している。
趣旨：総務部門から技術・営業部門など新たな職域への配置を目指す
男女双方の従業員に対し、OJTやOFF-JTの教育訓練・研修を実施して
いる。

・取組概要書：①職域拡大に向けた教育の取組の概要（研修の内容、
参加者数、実施日など）、②添付する参考資料の題名

・参考資料（例 教育訓練案内の社内通知の写し、参加した研修のレ
ジュメ、外部研修への派遣申込書の写し、など）

• （Ａ４サイズ１枚程度で可）※個人情報は要マスキング
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提出書類

今から



必須項目２-イ 女性のキャリア形成に向け、
各種研修、教育機会への女性の参加を奨励し
ている。
趣旨：出産・育児等を理由に、女性の育成が男性に比べ遅れがちにならないよ
う、研修や教育機会への女性の参加を積極的に促進している。

・取組概要書：①女性の研修参加促進に向けた取組の概要（対象者、
実施日、促進方法など）、②添付する参考資料の題名

・参考資料（例 女性従業員宛ての社内研修等への参加推奨通知や
メール等の写し（個人情報は除く）、女性従業員を対象に実施して
いる研修の案内や研修報告書など）

（Ａ４サイズ１枚程度で可）※個人情報は要マスキング
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提出書類

今から



必須項目２-ウ 女性の昇進促進に向けた取組
をしている（メンター制度の導入、ロールモ
デルの人材の育成等）。

趣旨：女性従業員がキャリアプランを描けるよう、ロールモデルとなる
女性管理職とのメンター制度、女性管理職と女性従業員の交流会、キャ
リアコンサルタントによる相談等を実施している。

・取組概要書：①女性の昇進促進に向けた取組の概要（メンター制度の
内容・対象者数、交流会の開催内容・参加者・実施日、キャリアコンサ
ルタントによる相談の内容、日時など）、②添付する参考資料の題名

・参考資料（例 メンター制度実施概要資料、交流会やキャリアコンサ
ルタント相談実施の社内通知の写しや実施報告資料 など）

※個人情報は要マスキング
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提出書類

今から



必須項目２-エ 川崎市男女共同参画センター
「地域女性活躍推進事業所認定証」を受けて
いる。
趣旨：川崎市男女共同参画センターと市内工業団体等が主催する
「女性リーダーのためのマネジメント強化講座」に事業所として
参加し、「地域女性活躍推進事業所認定証」を取得している。

・取組概要書：受講年度 を委細

・「地域女性活躍推進事業所認定証」の写しの添付は不要

詳細は、https://www.scrum21.or.jp/career/active/
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提出書類

参考資料不要



必須項目３ 女性の活躍推進
趣旨：採用・就業継続・登用において女性の活躍推進に向けた取組を行っている。

認証要件：以下のア～キから１点以上取得（各1点）
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ア 申請時、過去３年間で管理職に占める女性の割合が増加している（又は管理職に占める
女性の割合が15％以上いる）

イ 申請時、過去３年間で、これまで女性が少なかった職場や職種に女性を配置している。

ウ 申請時、過去３年間で、非正規から正規雇用になった女性従業員がいる。

エ 申請時、過去３年間で、結婚・出産・育児・介護等により退職した従業員を再雇用した。

オ 申請時、過去３年間で、女性の採用数が増加している。

カ 申請時、過去３年間で、男女別の平均継続勤務年数の差異が縮小している。

キ 申請時、過去３年間で、女性採用拡大に向けて、女性専用設備の設置又は女性求職者向
け職場説明会の実施若しくは女性のインターンシップ生の受け入れを実施している。



必須項目３-ア 申請時、過去３年間で管理職
に占める女性の割合が増加している（又は管
理職に占める女性の割合が15％以上いる）
趣旨：女性登用に向けた取組を計画的に行い、管理職（役員は含
まない）に占める女性の割合が増加傾向にある。

・取組概要書：実績の概要

①過去3年間の管理職に占める女性の割合

又は

②申請時、管理職に占める女性の割合
31

提出書類

参考資料不要



必須項目３-イ 申請時、過去３年間で、これ
まで女性が少なかった職場や職種に女性を配
置している。
趣旨：配置における性別の偏りを是正するため、営業部門や技術
部門など女性の配置が少ない職場や職種に女性を積極的に配置し
ている。

・取組概要書：実績の概要①女性の配置が少ない部署名・職種名

及び女性配置に向けた取組②女性の配置が少ない部署・職種にお

ける過去3年間の女性の割合
32

提出書類

参考資料不要



必須項目３-ウ 申請時、過去３年間で、非正
規から正規雇用になった女性従業員がいる。

趣旨：意欲と能力のある女性が希望に応じてキャリア形成が
できるよう、非正規から正規雇用への転換制度を設置し、積
極的に運用している。

・取組概要書：実績の概要①過去3年間で非正規雇用から正
規雇用になった女性従業員数

33

提出書類

参考資料不要



必須項目３-エ 申請時、過去３年間で、結
婚・出産・育児・介護等により退職した従業
員を再雇用した。

趣旨：結婚・出産・育児・介護等を機に退職した女性従業員
が、退職前に培ったスキルや経験を再度発揮できるよう、希
望に応じて再雇用を実施している。

・取組概要書：実績の概要①過去3年間で再雇用した女
性従業員数、退職時の退職理由（育児・介護など）

34

提出書類

参考資料不要



必須項目３-オ 申請時、過去３年間で、女性
の採用数が増加している。

趣旨：男女別に採用人数を把握し、女性の積極的な採用に取り組
んでいる。

・取組概要書：実績の概要①過去3年間における男女別新規採用
数（うち正規雇用者数、非正規雇用者数）
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提出書類

参考資料不要



必須項目３-カ 申請時、過去３年間で、男女
別の平均継続勤務年数の差異が縮小している。

趣旨：結婚・出産などによる女性の離職を防止し、女性の継続的
な雇用に向けて取り組んでいる。

・取組概要書：実績の概要①過去3年間における男女別平均継続
勤務年数、差異（年）

36

提出書類

参考資料不要



必須項目３-キ 申請時、過去３年間で、女性採
用拡大に向けて、女性専用設備の設置又は女性
求職者向け職場説明会の実施若しくは女性イン
ターンシップ生の受け入れを実施している。
趣旨：女性の採用拡大に向け、女性が働きやすい環境の整備や女性求職者に対す

るPRなどに取り組んでいる。

・取組概要書：①具体的な取組の概要、②添付する参考資料の題名

・参考資料（例 女性専用設備の外観がわかる写真、女性求職者向け
説明会や女性インターンシップ生の受け入れ周知資料 など）

※個人情報は要マスキング
37

提出書類

今から



38

選択項目
認証要件：４～８の選択項目のいずれかで5点以上取得する



選択項目４ 長時間労働の是正

趣旨：長時間労働を前提とした従来の働き方の見直しを行っ
ている。

39

ア 前年度、従業員の一年間の平均時間外労働時間が３６０時間未満

イ 前年度、年次有給休暇取得率が７０％以上

ウ 長時間労働の是正に向けて数値目標を設定し、達成に向けた取組及び定期的な実態
把握を実施している。

エ 年次有給休暇取得促進に向けて数値目標を設定し、達成に向けた取組及び定期的な
実態把握を実施している。



選択項目４-ア 前年度、従業員の一年間の平
均時間外労働時間が３６０時間未満
趣旨：従業員（時間外労働をする者が対象）の残業時間を把握し、

従業員の一年間の平均時間外労働時間が360時間未満になるよう取り組ん
でいる。

・取組概要書：実績の概要（従業員の一年間の平均時間外労働時間）

計算式
「前年度時間外労働を行った従業員(対象労働者)の（法定時間外労働＋法定休日労働）
の総時間の合計」÷「従業員数（対象労働者数）」

（［「前年度時間外労働を行った従業員(対象労働者)の総労働時間」－「前年度の法定労働時間の合
計」×従業員数（対象労働者数）］÷「従業員数（対象労働者数）」）

40

提出書類

参考資料不要



選択項目４-イ 前年度、年次有給休暇取得率
が７０％以上
趣旨：従業員の年次有給休暇取得を促進し、従業員全体の休暇取得率が

７０％以上となっている。

・取組概要書：実績の概要（年次有給休暇取得率）

計算式

取得率＝ ×100（％）

※前年度の付与日数計に繰り越し分は含みません。

41

提出書類

前年度の取得日数計

前年度の付与日数計

参考資料不要



選択項目４-ウ 長時間労働の是正に向けて数
値目標を設定し、達成に向けた取組及び定期
的な実態把握を実施している。
趣旨：長時間労働の是正に向け、計画策定や数値目標を設定すると
ともに、目標の達成に向けた取組や定期的な実態把握をしている。

・取組概要書：①具体的な数値目標及びその達成状況、②目標達成
に向けた取組の概要（従業員への周知・働きかけ・時期等）、③添
付する参考資料の題名

・参考資料（例 社内会議等で従業員に対し目標等を説明した資料、
一斉退社日実施の通知文の写し など） 42

提出書類

今から



選択項目４-エ 年次有給休暇取得促進に向け
て数値目標を設定し、達成に向けた取組及び
定期的な実態把握を実施している。
趣旨：年次有給休暇取得促進に向け、計画策定や数値目標を設定するとと
もに、目標の達成に向けた取組や定期的な実態把握をしている。

・取組概要書：①具体的な数値目標及びその達成状況、②目標達成に向け
た取組の概要（従業員への周知・働きかけ・時期等）、③添付する参考資
料の題名

・参考資料（例 社内会議等で従業員に対し目標等を説明した資料、年次
有給休暇促進に向けた制度に係る従業員向け通知文の写しなど）
※個人情報は要マスキング
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提出書類

今から



選択項目５ 希望に応じた多様な働き方
の推進

趣旨：多様な働き方を可能とする制度の整備を行っている。

44

ア 申請時、過去3年間で、短時間勤務制度の利用者がいる。

イ 申請時、過去3年間で、フレックスタイムの利用者がいる。

ウ 申請時、過去3年間で、始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げの利用者がいる。

エ 申請時、過去3年間で、在宅勤務制度・テレワークの利用者がいる。

オ 申請時、過去3年間で、希望職員に対する職務、勤務地の限定制度又は短時間正社員制度
の利用者の利用者がいる。



選択項目５-ア 申請時、過去３年間で、短時間
勤務制度の利用者がいる。

趣旨：過去3年間のうち、育児・介護休業法で設置が義務となってい
る短時間勤務制度の利用者がいる（利用者の性別は問わない）。

・取組概要書：短時間勤務取得者数

（年度・性別ごとに人数を記載）

・参考資料：短時間勤務制度を規定した就業規則等の写し

就業規則は該当ページのみで可
45

提出書類



選択項目５-イ 申請時、過去３年間で、フレック
スタイムの利用者がいる。

趣旨：過去3年間のうち、フレックスタイム制度（労働時間を年月週
の単位で把握し、従業者が業務に合わせて自分で出勤・退社の時間
を決めることができる制度）の利用者がいる（利用者の性別は問わ
ない）。

・取組概要書：フレックスタイム利用者数

（年度・性別ごとに人数を記載）

・参考資料：フレックスタイム制度を規定した就業規則等の写し
就業規則は該当ページのみで可

46

提出書類



選択項目５-ウ 申請時、過去３年間で、始業・
終業時刻の繰り上げ・繰り下げの利用者がいる。

趣旨：過去3年間のうち、始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下
げ制度（一定の決められた時間の枠内で、従業者が自分で出
勤・退社の時間を決めることができる制度）の利用者がいる
（利用者の性別は問わない）。

・取組概要書：始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ制度

利用者数（年度・性別ごとに人数を記載）

・参考資料：始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ制度を規定
した就業規則等の写し 就業規則は該当ページのみで可
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提出書類



選択項目５-エ 申請時、過去３年間で、在宅勤
務制度・テレワークの利用者がいる。

趣旨：過去3年間のうち、在宅勤務制度や会社以外のサテライ
トオフィスで就業するテレワーク制度の利用者がいる（利用者
の性別は問わない）。

・取組概要書：在宅勤務制度・テレワーク利用者数

（年度・性別ごとに人数を記載）

・参考資料：在宅勤務制度・テレワーク制度を規定した就業

規則等の写し 就業規則は該当ページのみで可 48

提出書類



選択項目５-オ 申請時、過去３年間で、希望職
員に対する職務、勤務地の限定制度又は短時間
正社員制度の利用者の利用者がいる。
趣旨：過去3年間のうち、職務・勤務地を限定できる制度又は短
時間正社員制度の利用者の利用者がいる（利用者の性別は問わ
ない）。

・取組概要書：希望職務・勤務地限定制度又は短時間制社員制
度利用者数（年度・性別ごとに人数を記載）

・参考資料：希望職務・勤務地限定制度又は短時間制社員制度
を規定した就業規則等の写し 就業規則は該当ページのみで可

49

提出書類



選択項目６ 仕事と生活の両立支援
趣旨：仕事と育児・介護等の家庭生活の両立を可能とする制
度等の整備や取得促進を行っている。

50

ア 申請時、過去3年間で、連続５日間以上の育児休業を取得した男性従業員がいる。

イ 申請時、過去3年間で、男女を問わず介護休業を取得した従業員がいる。

ウ 申請時、過去3年間で育児・介護休業の利用者がいた場合、人の補充等の取組を行っている。

エ 育児・介護休業、子の看護休暇制度に関して、育児・介護休業法を上回る制度がある。

オ 育児・介護休業者が復帰しやすくするための取組をしている。

カ 事業所内保育施設の設置・運営や育児・介護等に要する経費の援助を行っている。

キ 健康・医療に係る両立支援（不妊治療や疾病治療に関する休暇制度や助成金等の取組）を
実施している。



選択項目６-ア 申請時、過去3年間で、連続５日
間以上の育児休業を取得した男性従業員がいる。
趣旨：男性従業員に対し、育児休業制度の周知を行い、過去3年
間で連続５日間以上の育児休業を取得した男性従業員がいる。

・取組概要書：育児休業を取得した男性従業員数

（年度ごとに取得人数・平均取得日数を記載）

51

提出書類

参考資料不要



選択項目６-イ 申請時、過去3年間で、男女を
問わず介護休業を取得した従業員がいる。

趣旨：性別を問わず従業員に対し、介護休業制度の周知を行い、
過去3年間で介護休業を取得した従業員がいる。

・取組概要書：介護休業を取得した従業員数

（年度ごとに男女別取得人数を記載）

52

提出書類

参考資料不要



選択項目６-ウ 申請時、過去3年間で育児・介
護休業の利用者がいた場合、人の補充等の取組
を行っている。
趣旨：従業員の育児・介護休業期間中、代替職員の配置や人員
体制の見直しなどを行い、業務量の調整に向けた取組を行って
いる。

・取組概要書：休業利用従業員数及び代替職員の配置数

（年度ごとに休業利用従業員と代替職員の

配置数を記載）

※代替職員の補充以外の取組の場合は自由記載
53

提出書類

参考資料不要



選択項目６-エ 育児・介護休業、子の看護休暇
制度に関して、育児・介護休業法を上回る制度
がある。
趣旨：従業員が育児・介護しやすくなるよう、法を上回る制度
を設定している。

・取組概要書：法を上回る制度の内容

（制度ごとに法で決められた基準と当社の

規定を記載）

・参考資料：法を上回る内容がある制度を規定した就業

規則等の写し 就業規則は該当ページのみで可 54

提出書類

今から



選択項目６-オ 育児・介護休業者が復帰しやす
くするための取組をしている。

趣旨：育児・介護休業を取得した従業員が安心して復帰できる
よう、利用制度のガイダンスや、管理職等の面談、メール等で
休業中に職場状況が把握できる措置や職場復帰講習などの取組
を行っている。

・取組概要書：①取組の概要（内容・対象者数）②添付する参
考資料の題名

・参考資料（例 制度の社内通知や取得者への通知などの写
しなど）（Ａ４サイズ１枚程度で可）※個人情報は要マスキング
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提出書類



選択項目６-カ 事業所内保育施設の設置・運営や
育児・介護等に要する経費の援助を行っている。
趣旨：事業内保育所施設の設置や子育て・介護に関するサービ
スを利用するための費用の援助（ベビーシッター代など、扶養
手当は含まない）など、育児・介護を行う従業員への支援を
行っている。

・取組概要書：①取組の概要（内容・対象・利用者数）②添付する

参考資料の題名

・参考資料（例 事業所内保育施設の写しや費用援助制度を

従業員向けに周知した通知文の写しなど） ※個人情報は要マスキング
56

提出書類

今から



選択項目６-キ 健康・医療に係る両立支援（不
妊治療や疾病治療に関する休暇制度や助成金等
の取組）を実施している。
趣旨：仕事と生活の両立支援として、不妊治療や自らの疾病を
治療しながら働く従業員に対して、制度整備や費用援助を行い、
実際に利用者がいる。

・取組概要書：①取組の概要（内容・対象・利用者数）②添付
する参考資料の題名

・参考資料（例 制度を規定した就業規則等の写しや従業員向
けに制度を周知した資料 など）※個人情報は要マスキング

57

提出書類



選択項目７ 独自の取組

趣旨：女性活躍推進に向け、自社の分析や従業員への聞き取
りなどを行い、いずれの項目にも当てはまらない独自の女性
活躍の取組を行っている。

・取組概要書：①取組の概要（内容・対象・利用者数など）、

②添付する参考資料の題名

・参考資料（実際に取組を行っていることを示す資料）

※加点の有無については、川崎市男女平等推進審議会女性活
躍推進中小企業認証部会の審議によります。

58

提出書類

今から



選択項目８ 女性活躍推進法関連

趣旨：女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、
従業員に周知、外部に公表、労働局に届けている（常時雇用
する労働者数１０１人以上の企業は除く）。

・取組概要書：策定日、従業員への周知日、公表しているホームページ
のURL

・参考資料：労働局に提出した一般事業主行動計画の写し

※この項目の一般事業主行動計画は、「次世代育成支援対策推進法」に
基づく行動計画ではありません。

※選択項目８は2点加点となります。
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提出書類

今から



令和3年度→令和４年度の変更事項
選択項目５－オ 短時間正社員制度の利用者について追加
• 短時間正社員制度の導入など希望に応じた多様な働き方の推進のため、申請時、過去
３年間で、希望職員に対する職務、勤務地の限定制度の利用者がいることに加え、
「短時間正社員制度の利用者がいること」を加える。

選択項目６－ア 男性の育児休業を取得に取得日数の条件を追加
• 男性の育児休業の取得の加点について、「連続５日以上」の条件を加える。

選択項目８ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画
• 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定について、常時雇用する労働者数
１０１人以上の企業等は対象外に変更
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